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１ 当該国・地域への開発協力のねらい 
（１）エクアドルは、人口約 1,700 万人を擁し、所得水準では高中所得国に位置付け

られている。同国は、石油、銅など豊富な鉱物資源や、多様かつ豊かな自然環境を背

景とした農水産品の生産国であることから、これら資源・食料の我が国への供給国と

しての潜在性を有している。また、近年、日本からエクアドルへの輸出は増加してお

り、日本製品の輸出先市場としても有望である。 

（２）しかしながら、同国の経済は、石油、エビ、バナナ、カカオなど一部の「一次

産品」の輸出に支えられており、国としての経済競争力は未だに低い1。また、先住民

族が多く居住する地方農村部や、大規模かつ組織的な麻薬問題が存在するコロンビア

との北部国境地域では、開発が遅れており、依然として所得格差や地域間の格差が大

きい2。加えて、同国では急速に都市化が進む中、廃棄物処理や下水処理等のインフラ

整備が十分でなく、都市環境の悪化も深刻である。さらに、環太平洋火山帯に位置す

ることから地震や火山噴火が多発することに加え、洪水や土砂崩れなどの被害も大き

く、頻発する自然災害に対して脆弱であることも、同国の発展を阻む要因となってい

る。 

（３）2017 年 7 月に発足したモレノ政権は、就任直後から汚職一掃に取り組み、対

話や協調といった包摂的、融和的な政治姿勢を強調している。また、自由・開放を基

本とする各種改革を進めており、国民の支持のみならず、国際社会からの賛同も得て

いる。さらに、「国家開発計画（2017-2021）」に基づき、「貧困削減・格差是正」、「環

境保全・改善」、「自然災害への予防・対応能力の強化」、「生産性向上と競争力の強化」

等に取り組んでいる。 

（４）このような状況を踏まえ、我が国がエクアドルに対し協力を行い、同国政府の

主要な開発課題の解決のための努力を後押しすることは、地域の安定と繁栄に貢献す

る上で有意義である。また、こうした協力を通じて構築された二国間関係は、我が国

の資源・食料の確保を含む二国間貿易の一層の発展にも資する。 

 
２ 我が国のＯＤＡの基本方針（大目標）：持続的発展への貢献 
我が国は、上記開発協力の意義や同国のニーズを踏まえ、持続的発展への貢献を開

発協力の中核とし、経済競争力の強化、農村地域を含む地域開発、環境・防災等の課

題に対処することにより、均衡のとれた自立的で持続可能な発展の促進に貢献してい

                                            
1 WEF Global Competitiveness の順位は 141 か国中 90 位（2019） 
2 エクアドルのジニ指数は 45.4（2018 世銀推計）。また、2018 年の所得貧困指数は国全体が 24.5％
であるのに対して地方は 43.0％（エクアドル国家統計調査 INEC）。 



 

く。 

 

３ 重点分野（中目標） 
（１）経済基盤整備 

経済競争力強化のため、中小企業の競争力向上、品質管理・改善、輸出産品の拡大

を支援する。また、経済の基盤であるエネルギー分野で、再生可能エネルギー利用や

省エネルギーの推進により、発電能力増強や電源多様化を支援する。 

 

（２）格差是正・包摂的な社会の実現 

地域開発、貧困層及び障害者等への教育、保健等の支援により、格差是正と包摂的

な社会へ向けたエクアドルの取組を支援する。 

 

（３）環境保全・防災 

災害対応能力強化等の防災分野への支援も引き続き努める。また、再生可能エネル

ギー利用の推進、急激に進む都市化に対応するための環境保全への取組を支援する。

さらに、国境を越えて広域的に自然環境に対して影響を及ぼすおそれがある、ガラパ

ゴス諸島、アンデス山脈、アマゾン河上流域の熱帯雨林などの、豊かな自然環境の保

全のための取組への協力も進める。 

 
４ 留意事項3 
（１）同国は所得水準が相対的に高いため、今後は技術協力、草の根・人間の安全保

障無償、有償資金協力（海外投融資、円借款）などが中心となる中、援助スキームの

有機的な連携と過去に実施した協力成果の活用・展開に留意する。さらに、日系企業、

本邦 NGO、大学等との連携も積極的に図り、オール・ジャパンとしての支援を志向す

る。 

（２）同国政府は、石油収入と対外借入に依存した公共投資を通じた経済財政運営か

ら、財政の健全化、民間活力の促進を軸とした成長に方向転換を図りつつあり、対外

援助受入れに関する同国政府の方針に十分留意する。また、他ドナーによる協力との

相乗効果を高めるべく緊密な連携を行う。 

（了） 
別紙： 事業展開計画 

                                            
3 エクアドルを対象として実施された過去の ODA 国別評価は次のとおり。 

エクアドル国別評価（第三者評価）（2008）報告書掲載先： 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hyouka/kunibetu/ekuadoru.html 

 


